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Westlaw Japan 2014.06 リリース内容 
 

【判例】 

►参考 最近収録した話題の判例 

 

【法令】 

◇法令アラートの強化 

 (法律案・パブコメをアラート) 

◇パブリックコメントを標準搭載 

 

【新日本法規オンライン】 

◇ログイン画面ショートカットの整理 

◇最近の収録タイトル 

 

【その他】 

◇アラート機能 (メールアドレス数、アラート数)の上限 

を設定 

◇ホームタブと各コンテンツタブとのキーワード検索の 

 結果を一致 
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►参考 最近収録した話題の判例 

 損害賠償請求控訴事件(平成 26 年 3 月 28 日東京高裁) 

◎夫婦別姓、二審も認めず=「民法規定は合憲」 
◆婚姻時に夫婦の一方に氏の変更を強いる民法 750 条は憲法で保障されている権利を侵害しているにもかかわらず、国会は同条改正及び夫婦別氏制度新設の

立法措置を怠ってきたとして、控訴人らが立法不作為の違法による損害賠償を求めたところ、原審で請求を棄却されたため控訴した事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 3 月 24日仙台地裁) 

◎園児死亡、町の責任認めず=「津波到達の予見困難」 
◆町である被告が設置し運営する保育所において保育を受けていた原告らの子らが東日本大震災の地震発生後の津波により死亡したことについて、主位的に被

告の保育委託契約の債務不履行を主張し、予備的に同契約の付随義務である安全配慮義務の違反又は国家賠償法上の違法及び過失を主張して損害賠償等を

請求した事案 
[判例コラム]苗村博子「東日本大震災による津波に対する避難に関する情報収集の認定について」(2014WLJCC006) 

 原爆症認定申請却下処分取消等請求事件(平成 26 年 3 月 20日大阪地裁) 

◎新基準より広く認定=原爆症 4 人認める 
◆原爆症認定申請をしたものの申請却下処分を受けた被爆者である原告らが、本件各却下処分の取消し及び損害賠償を求め、後に原爆症認定を受けた原告 X1、

X5、X6 が取消請求部分を取り下げた事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 3 月 14日前橋地裁) 

◎学校側責任認め、賠償命令=小 6 女児いじめ自殺訴訟 
◆市立小学 6 年生の娘がいじめを受けた末に自死したことにつき、娘の両親が、校長や担任は安全配慮義務に違反していじめ防止、自死の回避措置を怠り、市

は本件自死の原因等を調査報告せずに不誠実な対応をしたとして、市及び県に対し損害賠償を求めた事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 3 月 13日名古屋地裁) 

◎愛知県に 12 億円賠償命令=産廃施設許可取り消し違法 
◆産業廃棄物処理施設の試運転中に実施された行政検査の結果が廃棄物処理法 15 条の 2 の 6 所定の改善命令に違反するものであったとして、県知事から本件

施設の設置許可取消処分を受けた原告が、本件改善命令は違法であるから同命令違反を理由とする本件処分も違法であるなどとして、被告県に損害賠償を

求めた事案 
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 損害賠償請求事件(平成 26 年 3 月 12日鹿児島地裁) 

◎教諭自殺で県と市に賠償命令=「配慮怠り」と 4400 万円 
◆市立中学校の音楽教諭が指導力向上特別研修の受講期間中に自殺したのは校長らによるパワーハラスメントなどにより精神障害を増悪等させたためである

として、亡教諭の両親である原告らが被告市及び被告県に対して損害賠償を求めた事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 3 月 11日山形地裁) 

◎高 2 自殺、両親の訴え棄却=いじめ原因と認めず 
◆県立高校 2 年生であった娘が校舎の渡り廊下の屋根から飛び降りて死亡したことにつき、亡娘の両親である原告らが、亡娘の自殺の原因はいじめであるとし

て担任教諭によるいじめ発見・予防義務違反などを主張し、被告県に対して損害賠償を求めた事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 3 月 11日東京地裁) 

◆被告銀行の勧誘により被告投信を委託者とする追加型、毎月分配型投資信託を購入した原告らが説明義務違反等を主張して損害賠償を求めた事案 

 固定資産税賦課処分取消等請求事件(平成 26 年 3月 7日福岡地裁) 

◎商店街通路への課税違法=「公共の道路」と認定-市に一部返還命令 
◆商店街の公社及び商業協同組合である原告らの所有不動産に係る固定資産税等の各賦課決定において、公共の用に供する道路に該当し非課税とすべき土地が

課税対象とされたとして、原告らが各賦課決定の取消し及び過納金の支払を求めた事案 

 損害賠償請求控訴事件(平成 26 年 3 月 6 日大阪高裁) 

◎二審もクボタに賠償命令、国賠は棄却=工場周辺アスベスト被害 
◆石綿を含む製品の製造販売業を営む会社の工場周辺に居住等していた被害者らは工場から飛散した石綿粉じんに曝露したことから中皮腫に罹患して死亡し

たとして、亡被害者らの相続人らが会社及び国に対し損害賠償を求めたところ、原審で会社に対する請求のみ一部認容したため、国を除く当事者双方が控

訴した事案 

 損害賠償請求控訴事件(平成 26 年 2 月 27 日大阪高裁) 

◎NOVA 元社長に一転賠償命令=元受講生 27 人に 1900 万円 
◆英会話学校の元受講生らが、同学校を経営していた破産会社の役員らに対し、各受講契約締結時、破産会社は財政破綻状態にあることを隠匿して受講契約を

締結させたなどとして損害賠償を求めたところ、原審で請求を棄却されたため控訴した事案 
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 損害賠償請求控訴事件(平成 26 年 2 月 24 日福岡高裁) 

◎商店街通路への課税違法=「公共の道路」と認定-市に一部返還命令 
◆商店街の公社及び商業協同組合である原告らの所有不動産に係る固定資産税等の各賦課決定において、公共の用に供する道路に該当し非課税とすべき土地が

課税対象とされたとして、原告らが各賦課決定の取消し及び過納金の支払を求めた事案 

 懲戒免職処分取消等請求控訴事件(平成 26年 2月 20 日大阪高裁) 

◎懲戒免職は適法=大阪市が逆転勝訴 
◆市立斎場の職員である被控訴人らが、葬儀業者から「心付け」などと称される金銭を受領したことを理由に懲戒免職処分及び退職手当全部支給制限処分を受

けたため、控訴人市に対して各処分の取消しを求めたところ、原審が懲戒免職は重過ぎるなどとして各処分を取り消したため、控訴人市が控訴した事案 

 懲戒処分無効確認等請求事件(平成 26 年 2月 13 日名古屋地裁) 

◎女子大教授、解雇は無効=「追い出し部屋」拒否訴訟 
◆被告の運営する大学のフランス語講師として採用され教授となった原告が、配転命令拒否を理由とする解雇の無効を主張して労働契約上の地位確認、未払給

与等の支払を求めた事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 2 月 7 日大阪地裁) 

◎雇用主に 4300 万円賠償命令=建設現場アスベストで初 
◆被告の元従業員が悪性中皮腫に罹患して死亡したのは被告の電気工事作業中に石綿粉じんに曝露したためであるとして、元従業員の遺族である原告らが安全

配慮義務違反による損害賠償を求めた事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 2 月 4 日京都地裁) 

◎勤務先と両親に賠償命令=祇園暴走事故で 5200 万円 
◆加害者運転の普通車が制限速度超過、赤信号無視をして交差点に進入し横断歩道を歩行中の多数の歩行者をはねて亡主婦を死亡させ、加害者も電柱に衝突し

て死亡した事故につき、当時 68 歳の年金受給者であった亡主婦の相続人らが加害者側に対して損害賠償を求めた事案 

 所得税法違反被告事件(平成 26 年 1 月 31 日東京高裁) 

◎クレディ元部長無罪で控訴=株報酬の脱税事件 
◆株式報酬に係る収入を除外するなどの方法により脱税したとして、被告人が所得税法違反の罪で起訴されたところ、原審が被告人を無罪としたため検察官が

控訴した事案 
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 損害賠償請求控訴事件(平成 26 年 1 月 31 日大阪高裁) 

◎元顧問の賠償責任、二審も認めず=柔道部の中 1 死亡事故 
◆町立中学校の柔道部員であった控訴人の長男が部活中に頭部を負傷して急性硬膜下血腫により死亡したことから、控訴人が、当時の顧問であった被控訴人及

び学校長の安全配慮義務違反を主張して町及び被控訴人に対し損害賠償を求めたところ、原審で町に対する請求のみ一部認容とされたため、被控訴人に対

してのみ控訴した事案 

 損害賠償請求控訴、同附帯控訴事件(平成 26 年 1月 30 日大阪高裁) 

◎二審も日通に賠償命令=運搬作業のアスベスト被害 
◆控訴人の元従業員らが肺がん又は悪性中皮腫により死亡したのは石綿の輸送及び積下ろし作業に従事して石綿粉じんにばく露したためであるとして、遺族で

ある被控訴人らが安全配義務違反による損害賠償を求めたところ、原審が請求を一部認容したため、控訴人が控訴し被控訴人らが附帯控訴した事案 

 損害賠償請求事件(平成 26 年 1 月 29日京都地裁) 

◎職員抱き付きで後遺症=京都市に 3000 万円賠償命令 
◆被告市から委託された一般廃棄物運搬業務に従事していた原告が、業務中、顔見知りの市職員から抱き付かれたことにより頚椎症性せき髄症を発症し後遺障害を負

ったとして、損害賠償を求めた事案 
 
 

編集部注 
◎印のコメントは、判決に対応するニュース記事のヘッダーを引用したものです。 
判例コンテンツとニュース記事コンテンツを相互に参照することにより、より事件を

具体的に理解することができます。 
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◇法令アラートの強化(法律案・パブコメをアラート) 

  法令アラートで法令を監視している場合に、 

  監視対象の法律を改正しようとする法律案が提出されたときに、アラートを 

通知します（新法を制定しようとする法律案は通知されません。）。 

 

  監視している法令を改正しようとするパブリックコメントが公示されたときに、 

アラートを通知します（新法を制定しようとするパブリックコメントは通知されません。）。 
  

    設定画面                            アラートメールの文面 

 

 
法令改正の動きをより早く知ることが

できます。 
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◇パブリックコメントを標準搭載 

  パブリックコメントについて、これまでのパイロット版としての提供を終了し、法令コンテンツを閲覧できる 

全てのご契約で閲覧できるようになりました。 
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◇アラート機能 (メールアドレス数、アラート数)の上限を設定 

  アラート配信サービスのシステム上の安定的な運用のため、WLJP製品パッケージ毎にアラート配信メールアドレス、 

  アラート（検索結果更新・法令アラート）設定数の上限を設定します。 

 

製品パッケージ別アラート機能の主な上限設定数パターン 

（2014年 7月以降ご契約のユーザー） 

 
（注）2014 年 6 月時点でのご契約ユーザーには、必要十分なアラート数上限設定を行っております。  
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◇ホームタブと各コンテンツタブとのキーワード検索の結果を一致 

  すべてのコンテンツについて、ホームタブでキーワード検索する場合と、各コンテンツタブでキーワード検索する場合 

の検索結果に差異が生じないように整備しました。 

これまでは、ホームタブでの検索と各コンテンツタブでの検索のルールが統一的でなく、実際にこれらの検索結果が異 

なるケースがありましたので、不一致を解消する目的で整理しました。 

 

  

検索した結果が 
一致する 

ホームタブで検索 
 
 
 
 
判例タブで検索 
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◇ログイン画面ショートカットの整理 

  新日本法規オンラインのログイン画面に表示されているリンク（「動作環境」と「プライバシーポリシー」） 

をフッターに移動しました。 

・修正前 

 

・修正後 
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◇準備中のタイトル 

 相続財産 調査・算定等の実務 （準備中・販売開始は 7 月 1 日以降を予定） 
 
★相続時に承継するあらゆる財産の取扱いがわかる！ 
◆土地、家屋、有価証券、現金・預貯金、各種権利や債務など、被相続人から承継するあらゆる財産を網羅的に取り上げ、調査・算定

に関する事項を解説した手引書です。 
◆財産ごとに、民法上の相続財産であるか、相続税法上の課税財産であるかを明示するとともに、その調査・確認の方法とチェックす

べき資料、算定・評価の手順、税法上の特例があるかどうかを解説しています。 
◆適宜、【算定例】として、具体的なケースに基づいた図表や計算式を用いて財産の算定方法を示しています。 
  

 


